
第１回研究会での議論を踏まえた補足資料

平成２５年７月３０日
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１．一般事業主行動計画策定、実施、
くるみんマーク認定の流れ
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一般事業主行動計画策定、実施、くるみんマーク認定の流れ
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＊１．雇用環境の整備について、行動計画策定指針に照らし適切な行動計画を策定したこと。
＊２．行動計画の計画期間が、２年以上５年以下であること。
＊３．策定した行動計画を実施し、それに定めた目標を達成したこと。
＊４．平成２１年４月１日以降に策定・変更した行動計画について、適切に公表および労働者への周知をしたこと。
＊５．計画期間内において、男性の育児休業取得者が１人以上いること（従業員数が３００人以下の一般事業主の特例あり）。
＊６．計画期間内において、女性の育児休業等取得率が７０％以上であること（従業員数が３００人以下の一般事業主の特例あり） 。
＊７．３歳から小学校に入学するまでの子を持つ労働者を対象とする「育児休業の制度または勤務時間短縮等の措置を講ずる

制度」を講じていること。
＊８．所定外労働の削減、年次有給休暇の取得の促進その他の働き方の見直しに資する多様な労働条件の整備のための措置の

いずれかを講じていること。
＊９．法及び法に基づく命令その他関係法令に違反する重大な事実がないこと。

企業が、次世代育
成支援対策推進法
に基づき、従業員の
仕事と子育ての両
立を図るために策
定する計画。

くるみん認定基準行動計画とは
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※くるみん認定取得を目指す場合、２年以上５年以下の
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①
～
⑤
（⑥
・⑦
）の
繰
り
返
し

⑦

「
子
育
て
サ
ポ
ー
ト
企
業
」と
し
て

認
定
、
く
る
み
ん
マ
ー
ク
の
付
与

くるみん認定を
受ける場合



２．一般事業主行動計画策定及び
くるみん認定の効果について
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（１）一般事業主行動計画に係る
取組について
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一般事業主行動計画に係る取組み
○ １期目、２期目、３期目とも、「育児休業制度」、「短時間勤務制度」、「子どもの看護休暇制度」の

割合が高くなっている。
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育児休業制度

短時間勤務制度

子どもの看護休暇制度

介護休業制度

時間外勤務の免除

配偶者出産時の休暇制度

子育てや介護に関する休暇制度

始業または終業の時刻の繰上げ･繰下げ

ﾌﾚｯｸｽﾀｲﾑ制度

結婚や育児を理由とする退職者の再雇用制度

子育てや介護以外の特定目的の休暇制度

事業所内託児施設の設置

子育てｻｰﾋﾞｽ費用の補助制度

失効年次有給休暇積立制度の育児事由の導入

配偶者転勤に伴う勤務地の配慮

在宅勤務制度

ｻﾃﾗｲﾄｵﾌｨｽなど柔軟な勤務場所の設定

その他制度

1期目（n=1,077） 2期目（n=621） 3期目（n=330）
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（資料出所）三菱UFJリサーチ＆コンサルティング「平成２４年度一般事業主行動計画に関する調査結果報告書」（平成２５年２月）
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計画策定にあたって取り組んだことや工夫したこと

○ 「従業員への情報提供」や「推進担当者の外部セミナー、研修等への参加」の割合が
高くなっている。
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従業員への情報提供

推進担当者の外部ｾﾐﾅｰ､研修等への参加

計画策定のための体制整備

他社の取組状況に関する情報収集

従業員の制度利用状況の調査

兼務の担当者の設置

仕事と子育ての両立支援に関わる相談窓口の配置

従業員へのｱﾝｹｰﾄ調査

社会保険労務士等の専門家への相談

従業員への説明会､研修会の開催

従業員へのｲﾝﾀﾋﾞｭｰ

行政等の相談窓口のｱﾄﾞﾊﾞｲｽを得る

経営者からのﾒｯｾｰｼﾞ

管理職へのｲﾝﾀﾋﾞｭｰ

専任の担当者の設置

その他

特にない､わからない
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（資料出所）三菱UFJリサーチ＆コンサルティング「平成２４年度一般事業主行動計画に関する調査結果報告書」（平成２５年２月）
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一般事業主行動計画に盛り込んだ次世代育成に関わる環境整備等の取り組み

○ １期目、２期目、３期目とも、「残業削減の取り組み」の割合が高く、次いで「年次有給休暇の取
得促進」、「両立支援制度の周知」が続いている。
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残業削減の取り組み

両立支援制度の周知

仕事の進め方の見直し･業務の効率化の推進

両立支援に関する従業員のﾆｰｽﾞ把握

管理職のﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄｽｷﾙ向上や意識啓発を目的とした研修

従業員向けのｲﾍﾞﾝﾄ､学習機会の提供

育児休業中の従業員に対する職業能力開発やｷｬﾘｱ研修

職場優先の意識や性別役割分担意識等の是正の取組

業界や顧客との意識共有のための働きかけ

1期目（n=1,077） 2期目（n=621） 3期目（n=330）
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（資料出所）三菱UFJリサーチ＆コンサルティング「平成２４年度一般事業主行動計画に関する調査結果報告書」（平成２５年２月）

年次有給休暇の取得促進

妊娠中における配慮

両立支援制度の利用促進策

その他取り組み

制度利用に関わる代替職員の確保

労使間の話合いの機械の整備

子ども・子育てに関する地域貢献活動

若年者の安定就労や自立した生活の促進

子育てﾊﾞﾘｱﾌﾘｰの環境整備



（２）一般事業主行動計画に係る
効果について
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行動計画策定有無別の女性正社員の勤続年数

女性正社員の勤続年数 （n=459）

（資料出所）子ども未来財団（佐藤博樹・朝井友紀子）『企業の次世代育成支援に関する調査報告書』（2011年３月）

◯ 行動計画を策定していない企業では、勤続年数５年以下の企業の割合が高くなっている。
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育児休業制度：ｎ＝３１１ 短時間勤務制度：ｎ＝３０９ 特になし：ｎ＝３０９

雰囲気がよくなった 30.8 32.0 8.8 

職場が活性化した 23.1 25.2 4.2 

女性の勤続年数が伸びた 54.7 59.6 42.0 

女性の役職者が増えた -12.6 -12.1 -16.8 

女性のモチベーションが上がった 34.5 41.4 21.0 

対象とならない人から不満が出た -47.2 -50.2 -47.9 

利用していない人の仕事量が増えた -2.6 -16.0 47.0 

育児休業制度：ｎ＝２２９ 短時間勤務制度：ｎ＝１６６ 特になし：ｎ＝３０２

雰囲気がよくなった 14.3 17.5 4.0 

職場が活性化した 7.4 9.1 -1.9 

女性の勤続年数が伸びた 27.9 36.8 23.5 

女性の役職者が増えた -21.4 -30.1 -31.5 

女性のモチベーションが上がった 15.3 22.3 9.6 

対象とならない人から不満が出た -51.9 -52.5 -51.9 

利用していない人の仕事量が増えた -2.6 -14.5 -11.6 

３００人以上の企業

２９９人以下の企業

行動計画策定をきっかけに新設又は拡充した両立支援策別の効果認識

○ どの制度を新設、拡充したか及び企業規模にかかわらず、「女性の勤続年数が伸びた」
については効果を認識している割合が高い。「特になし」は全体的に低いが、その中でも
「女性の勤続年数が伸びた」の割合が高い。

（資料出所）労働政策研究・研修機構「男女正社員のキャリアと両立支援に関する調査結果」（2013）を元に厚生労働省雇用均等・児童家庭局職業家庭両立課において再集計

（注） 表の数値は「そう思う」「ややそう思う」の割合の合計から「あまりそう思わない」「そう思わない」の割合の合計を差し引いたもの。 11



育児休業制度：ｎ＝
３０８

短時間勤務制度：
ｎ＝３０３

特になし：ｎ＝２６
４

女性が結婚・出産後も辞めることなく働ける環境にあると思う 71.4 77.3 67.0 

育児休業がとりやすい環境にあると思う 65.6 73.6 59.0 

短時間勤務がとりやすい環境にあると思う 20.4 27.0 14.7 

男性の育児休業取得に積極的であると思う -51.9 -46.2 -59.8 

育児休業制度：ｎ＝
１２３

短時間勤務制度：
ｎ＝１０７

特になし：ｎ＝１９
０

女性が結婚・出産後も辞めることなく働ける環境にあると思う 54.5 55.1 52.6 

育児休業がとりやすい環境にあると思う 42.2 39.2 40.9 

短時間勤務がとりやすい環境にあると思う -8.9 -8.4 -37.0 

男性の育児休業取得に積極的であると思う -58.6 -56.1 -61.1 

行動計画策定をきっかけに新設又は拡充した両立支援策別の一般従業員（女性：子どもあり）の評価

○ 全体的に育児休業制度、短時間勤務制度を新設・拡充した企業の方が、各種効果を認識している
傾向にあるが、「特になし」の企業においても、一定の評価をしており、行動計画策定に伴う効果がう
かがえる。特に、「女性が結婚・出産後も辞めることなく働ける環境にあると思う」の割合が企業規模
にかかわらず高い。

３００人以上の企業

２９９人以下の企業

（資料出所）労働政策研究・研修機構「男女正社員のキャリアと両立支援に関する調査結果」（2013）を元に厚生労働省雇用均等・児童家庭局職業家庭両立課において再集計

（注） １．一般従業員調査票に企業調査票のデータをマッチングしたデータを使用、一般従業員には、係長・主任相当職を含む。
２．表の数値は「そう思う」「ややそう思う」の割合の合計から「あまりそう思わない」「そう思わない」の割合の合計を差し引いたもの。 12



３０１人以上の企業における、行動計画策定回数による効果

○ 行動計画の策定を重ねている企業の方が各種効果を認識しており、特に、「経営トップの仕事と子育ての両立に対する理解が深

まった」、「管理職の仕事と子育ての両立に対する理解が深まった」、「一般社員の仕事と子育ての両立に対する理解が深まった」、
「女性の育児休業取得者が増えた」、「男性の育児休業取得者が増えた」については、継続的に取り組むことでより効果が発揮される
ものと考えられる。（赤マル）

○ 一方で、「残業時間の削減が進んだ」、「有給休暇取得率・日数が増加した」については、行動計画策定回数に伴う効果の伸びはそ
こまで大きくない。（青マル）

（資料出所）子ども未来財団（佐藤博樹・朝井友紀子）『企業の次世代育成支援に関する調査報告書』（2011年３月）を元に厚生労働省雇用均等・児童家庭局職業家庭両立課において再集計
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優秀な人材を採用できるようになった

社員の定着率が高まった

結婚・出産を理由に退職する女性社員が減少した

経営トップの仕事と子育ての両立に対する理解が深まった

管理職の仕事と子育ての両立に対する理解が深まった

一般社員の仕事と子育ての両立に対する理解が深まった

女性の育児休業取得者が増えた

男性の育児休業取得者が増えた

育児休業以外の諸制度の利用が進んだ

残業時間の削減が進んだ

有給休暇取得率・日数が増加した

職場の時間当たりの生産性が向上した

特定の人に仕事が集中しなくなった

管理職が部下とのコミュニケーションを積極的に取るようになった

社員の仕事に対する意欲が向上した

社員のストレスが軽減された

職場で社員が協力しあう雰囲気が増した

企業の社会的なイメージアップにつながった

効果は特になかった

計画策定３回（n=99）

計画策定２回（n=239）

計画策定１回（n=45）

（単位：％）
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無回答
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なかった
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た

○ くるみん認定の取得は、行動計画の計画段階で予定して策定するかどうかによる影響が大きい。

○ くるみん認定の取得を予定している企業の方が、行動計画策定回数が多い傾向にある。

（１）認定の有無と、取得予定（第１回資料再掲） （２）行動計画の策定回数と、取得予定

14
（資料出所）子ども未来財団（佐藤博樹・朝井友紀子）『企業の次世代育成支援に関する調査報告書』（2011年３月）を元に厚生労働省雇用均等・児童家庭局職業家庭両立課において再集計



（３）くるみん認定取得に係る
取組について

15



認定を受けるために行った取り組みや工夫点

○ 「行動計画の目標達成のための取組計画の策定」が70.7％で最も割合が高
く、次いで「男性の育児休業取得を推進するため、人事・総務等の担当から職
場への働きかけ」が52.6％で続いている。

70.7%

52.6%

51.1%

50.0%

29.3%

8.1%

2.2%

1.9%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0%

行動計画の目標達成のための取組計画の策定

男性の取得推進のため､人事･総務等から職場への働きかけ

従業員への情報提供､相談対応

行動計画を推進するための体制整備

管理職への情報提供､相談対応

制度利用を進めるための代替要員の確保

特にない､わからない

その他

16（資料出所）三菱UFJリサーチ＆コンサルティング「平成２４年度一般事業主行動計画に関する調査結果報告書」（平成２５年２月）

第１回資料再掲

男性の育児休業取得を推進するため、人事・総務等の
担当から職場への働きかけ



認定の有無別 次世代育成支援を推進するために取り組んでいること

○ 認定を受けている企業のほうが、いずれの取り組みの割合も高い。
○ 特に、「従業員に対する情報提供」の割合が高い。

17
（資料出所）三菱UFJリサーチ＆コンサルティング「平成２４年度一般事業主行動計画に関する調査結果報告書」（平成２５年２月）

第１回資料再掲

67.4

30.7

32.6

53

50.4

43

16.7

29.6

15.6

15.2

38.9

4.1

0.7

36.9

11.3

14.5

27.6

28.8

23.8

1.7

11.6

18

6.7

27

3.5

9.5

0 10 20 30 40 50 60 70 80

従業員に対する情報提供

従業員に対する研修の実施

管理職に対する研修の実施

推進のための体制整備

相談窓口や担当者の配置

制度利用者への面談、相談の実施

管理職向け職場運用ﾏﾆｭｱﾙの作成

他社との情報交換

社会保険労務士等の専門家のｱﾄﾞﾊﾞｲｽを得る

行政等の相談窓口のｱﾄﾞﾊﾞｲｽを得る

行政等が実施するｾﾐﾅｰへの参加

その他

特にない、わからない

認定あり（n=270）

認定なし（n=751）

（単位：％）



0 20 40 60 80 100

無回答

特にない・わからない

その他取り組み

非正規従業員に対する両立支援制度の利用環境整備

男性従業員に対する両立支援制度の利用

仕事の進め方の見直し・業務の効率化の推進

女性の採用拡大や登用促進など、ﾎﾟｼﾞﾃｨﾌﾞｱｸｼｮﾝの推進

職場優先の意識や性別役割分担意識等の解消の取り組み

年次有給休暇の取得促進

特定部署や職種・長時間勤務者への残業削減の取り組み

全社的な残業削除の取組

妊娠中における配慮

育休取得者等の復職支援・能力開発支援の充実

結婚や育児を理由とする退職者の再雇用制度

子育てｻｰﾋﾞｽ費用の補助制度

事業所内託児施設の設置

配偶者出産時や子育て、介護に関する休暇制度の整備

在宅勤務制度、ｻﾃﾗｲﾄｵﾌｨｽなど柔軟な勤務場所の設定

ﾌﾚｯｸｽﾀｲﾑ、時刻の繰上げ・繰下げ等、勤務時間への配慮

短時間勤務について、法定以上の制度整備

子どもの看護休暇について、法定以上の制度整備

介護休業について、法定以上の制度整備

育児休業について、法定以上の制度整備
認定なし

認定あり

18

認定の有無別 現在取り組んでいる両立支援や雇用均等推進の取り組み

○ 認定を受けている企業のほうが、いずれの取り組みの割合も高い。
○ 特に、「全社的な残業削除の取組」と「年次有給休暇の取得促進」の割合が高い。

（資料出所）三菱UFJリサーチ＆コンサルティング「平成２４年度一般事業主行動計画に関する調査結果報告書」（平成２５年２月）

・認定なし の合計751社を100とした割合
・認定あり の合計1077社を100とした割合

第１回資料再掲



0 10 20 30 40

無回答

特にない、わからない

その他取り組み

非正規従業員に対する両立支援制度の利用環境整備

男性従業員に対する両立支援制度の利用環境整備

仕事の進め方の見直し・業務の効率化の推進

女性の採用拡大や登用促進など、ﾎﾟｼﾞﾃｨﾌﾞ・ｱｸｼｮﾝの推進

職場優先の意識や性別役割分担意識等の解消の取り組み

年次有給休暇の取得促進

特定部署や職種・長時間勤務者への残業削減の取り組み

全社的な残業削減の取り組み

妊娠中における配慮

育休取得者等の復職支援・能力開発支援

結婚や育児を理由とする退職者の再雇用制度

子育てｻｰﾋﾞｽ費用の補助制度

事業所内託児施設の設置

配偶者出産時や子育て、介護に関する休暇制度の整備

在宅勤務制度、ｻﾃﾗｲﾄｵﾌｨｽなど柔軟な勤務場所の設定

ﾌﾚｯｸｽﾀｲﾑ、時刻の繰上げ・繰下げ等、勤務時間への配慮

短時間勤務について、法定以上の制度整備

子どもの看護休暇について、法定以上の制度整備

介護休業について、法定以上の制度整備

育児休業について、法定以上の制度整備

認定なし

認定あり

19

認定の有無別 今後新たに取り組みたい両立支援や雇用均等推進の取り組み

○ ほとんどの取り組みについて、認定を受けていない企業のほうが割合が高くなっている。

○ 特に、「在宅勤務制度、サテライトオフィスなど柔軟な勤務場所の設定」、「結婚や育児を理由とする退職者の再
雇用制度」、「育休取得者等の復職支援・能力開発支援」の割合が高い。

（資料出所）三菱UFJリサーチ＆コンサルティング「平成２４年度一般事業主行動計画に関する調査結果報告書」（平成２５年２月）

・認定なし の合計751社を100とした割合
・認定あり の合計1077社を100とした割合

第１回資料再掲



（４）くるみん認定取得に係る
効果について

20



一般事業主行動計画の作成・認定の有無と
女性正社員の妊娠・出産時までの継続状況

○ 一般事業主行動計画を作成している企業の方が作成していない企業に比べて、「ほとんど
の者が出産後も正社員として働き続けている」の割合が高く、また、「妊娠または出産前に離
職する者もいるが、出産後も働き続ける者の方が多い」を加えた割合も高くなっている。

○ 一般事業主行動計画の作成の有無と同様に、くるみんマーク認定企業の方が、「ほとんど
の者が出産後も正社員として働き続けている」の割合が高く、また、「妊娠または出産前に離
職する者もいるが、出産後も働き続ける者の方が多い」を加えた割合も高くなっている。

48.2%

57.0%

46.9%

34.4%

36.7%

23.3%

35.6%

35.5%

35.6%

38.9%

26.4%

29.7%

9.3%

2.8%

10.3%

16.7%

21.2%

19.4%

1.7%

0.9%

1.9%

3.6%

5.4%

11.7%

3.7%

2.8%

3.7%

4.5%

7.5%

9.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

行動計画作成・計(815)

行動計画作成・くるみん

認定(107)

行動計画作成・くるみん

非認定(697)

行動計画未作成(221)

行動計画作成（651）

行動計画未作成(283)

3
0
0
人

以
上

1
0
0
-
2
9
9
人

ほとんど継続 継続者多い 退職者多い 継続者いない その他 無回答

21
（資料出所）労働政策研究・研修機構「男女正社員のキャリアと両立支援に関する調査結果」（2013）

第１回資料再掲

ほとんどの者が出
産後も正社員とし
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妊娠または出産前
に離職する者もいる
が、出産後も働き続
ける者の方が多い

妊娠や出産の時
期まで働き続けて
いる者は少ない

これまで妊娠や出
産の時期まで働き
続けた者は一人も
いない



行動計画の積極的な実行とくるみん認定取得の女性の離職率への効果

○ 次世代法施行前である２００３年度と次世代法施行後である２０１０年度の「ＣＳＲ企業総覧」（東洋
経済新報社）のデータにより、従業員が３０１人以上の企業における男性の離職率・女性の離職率につ
いて、行動計画を積極的に実行し、その結果としてくるみん認定を受けた企業と受けていない企業を比
較した。
※次世代法の施行は２００５年４月

○ その結果、認定を受けた企業は、認定を受けていない企業と比較して女性の離職率が２．７％低下
する推計結果となっている。

（資料出所）朝井友紀子氏・佐藤博樹氏による推計

＜次世代法に基づく認定の政策効果の推計＞

※ 2005年４月に施行された次世代法に基づく企業における行動計画の実行と認定取得が、男性及び女性従業員の離職率へ及ぼす効果を検証。
※ 雇用環境が悪い企業は、その補償賃金を支払わなければ、同一賃金の他企業よりも離職率が高くなることから、行動計画の目標達成と認定取得が、
雇用環境の改善に貢献したとすれば、認定企業の従業員離職率は、認定を受けていない企業のそれよりも低いはずであるとの視点から、「ＣＳＲ総覧」（東
洋経済新報社）に掲載された民間企業の次世代法施行前である2003年度と同法施行後の2010年度の２時点のパネルデータを利用して分析を行ったも
の。
※ 行動計画の認定年度別の認定企業リストは、厚生労働省「次世代育成支援対策取組状況」ウェブページよりダウンロードして使用している。また、企業
の属性、従業員の定着や働きやすい雇用環境の整備指標に関するデータは東洋経済新報社の「ＣＳＲ企業総覧」の2012年版（2010年度データ）、2006年
版（2003年度データ）の２時点のデータを使用している。なお、調査時点では従業員数が301人以上の企業に行動計画の策定が義務づけられていたことか
ら、301人以上の企業に対象を絞り分析されている。
※ 表中の数値は政策効果（δ）の係数と標準誤差（ＳＥ）である。「**」は、５％の有意水準を表す。 22



一般事業主行動計画の策定・くるみん認定取得と両立支援、
ワーク・ライフ・バランスをすすめるための方策

○ 一般事業主行動計画を作成している企業の方が作成していない企業に比べて、両立支
援、ワーク・ライフ・バランスをすすめるための方策の実施割合が高くなっている。

○ くるみんマークの認定企業の方が認定を受けていない企業に比べて、両立支援、ワーク・
ライフ・バランスをすすめるための方策の実施割合が高くなっている。

特に、くるみんマークの認定要件である「男性の育児休業取得の推進」の差が認定企業と
認定を受けていない企業で大きくなっている。

300人以上 100-299人

行動計画作成 行動
計画

未作成

行動
計画
作成

行動
計画

未作成計
くるみん

認定
くるみん
非認定

育児休業などの両立支援制度の従業員への周知 90.8% 95.3% 90.4% 82.4% 87.7% 62.5%

企業全体としての所定外労働（残業）削減の取り組み 89.4% 91.6% 89.4% 87.3% 87.1% 78.4%

育児に係る休業や短時間勤務についての協力の確
保

87.9% 91.6% 87.5% 80.1% 79.9% 63.3%

女性の結婚・出産後の就業継続意識の向上の推進 55.7% 64.5% 54.5% 52.5% 51.9% 47.0%

男性の育児休業取得の推進 42.9% 72.9% 38.6% 23.5% 35.5% 17.0%

合計 (815) (107) (697) (221) (651) (283)

23
（資料出所）労働政策研究・研修機構「男女正社員のキャリアと両立支援に関する調査結果」（2013）

第１回資料再掲



○ 企業規模を問わず、認定あり企業の方が認定なし企業よりも各種効果を認識している。特に、「育児・出産を理由とした退職者の減

少」、「従業員の制度認知度の向上」、「女性従業員の制度利用促進」、「男性従業員の制度利用促進」、「学生に対するイメージアップ」、
「顧客・社会全般に対するイメージアップ」などで両者の差が大きくなっている。（赤マル）

○ ほとんどの項目において、３００人以下の認定あり企業の方が３０１人以上の認定なし企業よりも効果を認識する割合が高くなってい
る。

○ 一方、「所定時間外労働の削減」、「週労働時間６０時間以上の従業員の割合の減少」については、くるみん認定の効果が大きく現れて
いない。（青マル）

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0

男性従業員の採用

女性従業員の採用

従業員の定着率の向上

育児･出産を理由とした退職者の減少

取り組みに対する全社での理解促進

従業員の制度認知度の向上

管理職の制度認知度の向上

女性従業員の制度利用促進

男性従業員の制度利用促進

推進担当者･部署の活動しやすさ向上

労働時間や時間制約に対する意識の向上

所定時間外労働の削減

週労働時間60時間以上の従業員の割合の減少

年次有給休暇の取得率の向上

従業員の子ども数の増加

生活に配慮した働き方をする従業員の増加

通常勤務と異なる働き方をする従業員の増加

生産性の向上､業務効率化の推進

業務の質の向上

従業員の意欲向上､ﾓﾗﾙ向上

従業員の健康維持

従業員のｽﾄﾚｽ軽減

職場環境･人間関係の向上

学生に対するｲﾒｰｼﾞｱｯﾌﾟ

顧客･社会全般に対するｲﾒｰｼﾞｱｯﾌﾟ

商品･ｻｰﾋﾞｽの売上向上

自治体等の入札における加点､融資制度の活用等

特にない

わからない

301人以上認定あり全体

301人以上認定なし全体

300人以下認定あり全体

300人以下認定なし全体

（資料出所）三菱UFJリサーチ＆コンサルティング「平成24年度一般事業主行動計画に関する調査結果報告書」（平成25年２月）を元に厚生労働省雇用均等・児童家庭局職業家庭両立課において再集計

（単位：％）

くるみん認定企業と非認定企業における効果

24



○ 行動計画の策定を行うだけでも一定の効果がみられるが、くるみん認定の取得により大きな効果がみられる項目が多い。

○ 特に、「育児・出産を理由とした退職者の減少」、「従業員の制度認知度の向上」、「女性従業員の制度利用促進」、「男性従
業員の制度利用促進」、「学生に対するイメージアップ」については、取組が進むほど効果が大きくなると考えられる。（赤マ
ル）

○ 一方、「所定時間外労働の削減」、「週労働時間６０時間以上の従業員の割合の減少」、「年次有給休暇の取得率の向上」に
ついては、くるみん認定の取組の進捗度による差が顕著にみられない。（青マル）

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0

男性従業員の採用

女性従業員の採用

従業員の定着率の向上

育児･出産を理由とした退職者の減少

取り組みに対する全社での理解促進

従業員の制度認知度の向上

管理職の制度認知度の向上

女性従業員の制度利用促進

男性従業員の制度利用促進

推進担当者･部署の活動しやすさ向上

労働時間や時間制約に対する意識の向上

所定時間外労働の削減

週労働時間60時間以上の従業員の割合の減少

年次有給休暇の取得率の向上

従業員の子ども数の増加

生活に配慮した働き方をする従業員の増加

通常勤務と異なる働き方をする従業員の増加

生産性の向上､業務効率化の推進

業務の質の向上

従業員の意欲向上､ﾓﾗﾙ向上

従業員の健康維持

従業員のｽﾄﾚｽ軽減

職場環境･人間関係の向上

学生に対するｲﾒｰｼﾞｱｯﾌﾟ

顧客･社会全般に対するｲﾒｰｼﾞｱｯﾌﾟ

商品･ｻｰﾋﾞｽの売上向上

自治体等の入札における加点､融資制度の活用等

特にない

わからない

認定あり３期目以上

認定あり1,2期目

認定なし３期目以上

認定なし1,2期目

（資料出所）三菱UFJリサーチ＆コンサルティング「平成24年度一般事業主行動計画に関する調査結果報告書」（平成25年２月）を元に厚生労働省雇用均等・児童家庭局職業家庭両立課において再集計

（単位：％）

３０１人以上の企業の認定有無・策定回数による効果
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0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0

男性従業員の採用

女性従業員の採用

従業員の定着率の向上

育児･出産を理由とした退職者の減少

取り組みに対する全社での理解促進

従業員の制度認知度の向上

管理職の制度認知度の向上

女性従業員の制度利用促進

男性従業員の制度利用促進

推進担当者･部署の活動しやすさ向上

労働時間や時間制約に対する意識の向上

所定時間外労働の削減

週労働時間60時間以上の従業員の割合の減少

年次有給休暇の取得率の向上

従業員の子ども数の増加

生活に配慮した働き方をする従業員の増加

通常勤務と異なる働き方をする従業員の増加

生産性の向上､業務効率化の推進

業務の質の向上

従業員の意欲向上､ﾓﾗﾙ向上

従業員の健康維持

従業員のｽﾄﾚｽ軽減

職場環境･人間関係の向上

学生に対するｲﾒｰｼﾞｱｯﾌﾟ

顧客･社会全般に対するｲﾒｰｼﾞｱｯﾌﾟ

商品･ｻｰﾋﾞｽの売上向上

自治体等の入札における加点､融資制度の活用等

特にない

わからない

認定あり全体

認定なし２期目以上

認定なし１期目

○ 行動計画の策定を行うだけでも一定の効果がみられるが、くるみん認定の取得により大きな効果がみられる項目が多い。

○ 特に、「育児・出産を理由とした退職者の減少」、「取組に対する全社での理解促進」、「従業員の制度認知度の向上」、「女
性従業員の制度利用促進」、「男性従業員の制度利用促進」、「労働時間や時間制約に対する意識の向上」、「年次有給休
暇の取得率の向上」、「学生に対するイメージアップ」、「顧客・社会全般に対するイメージアップ」については、取組が進むほ
ど効果が大きくなると考えられる。

（資料出所）三菱UFJリサーチ＆コンサルティング「平成24年度一般事業主行動計画に関する調査結果報告書」（平成25年２月）を元に厚生労働省雇用均等・児童家庭局職業家庭両立課において再集計

（単位：％）

３００人以下の企業の認定有無・策定回数による効果

26



雰囲気がよく
なった

職場が活性
化した

女性の勤続年
数が伸びた

女性の役職
者が増えた

女性のモチベーショ
ンが上がった

対象とならない人
から不満が出た

利用していない人の
仕事量が増えた

行動計画提出（3回・4回）（235） 29.7 24.7 61.3 1.3 43.4 -46.3 8.1

くるみん認定（51） 52.9 54.9 78.5 7.8 62.7 -33.4 15.7

くるみん非認定（182） 22.5 16.4 51.3 -12.9 31.7 -49.5 7.1

行動計画提出（１回・2回）（540） 18.0 10.9 46.8 -18.9 26.4 -50.3 1.3 

くるみん認定（40） 37.5 32.5 72.5 -7.5 35.0 5.0 5.0

くるみん非認定（494） 16.6 9.2 44.9 -19.9 25.9 -5.1 1.2

雰囲気がよく
なった

職場が活性
化した

女性の勤続年
数が伸びた

女性の役職
者が増えた

女性のモチベーショ
ンが上がった

対象とならない人
から不満が出た

利用していない人の
仕事量が増えた

行動計画提出（2回以上）（122） 22.2 13.1 42.6 -23.8 21.4 -54.9 -17.3

くるみん認定（17） 47.0 41.2 58.9 -5.8 41.2 52.9 -11.7

くるみん非認定（100） 17.0 8.0 40.0 -26.0 17.0 -54.0 -17.0

行動計画提出（１回）（514） 5.0 -1.8 23.8 -31.9 10.3 -50.6 -9.5 

くるみん認定（25） 8.0 0.0 36.0 -16.0 4.0 -56.0 -16.0

くるみん非認定（484） 4.7 -1.8 23.3 -32.8 10.5 -50.4 -9.3

２９９人以下の企業

３００人以上の企業

行動計画提出回数・くるみん認定有無別の効果認識

○ 行動計画提出回数の多い企業の方が提出回数の少ない企業より効果を認識している割合が高く、
また、くるみん認定企業の方が非認定企業より効果を認識している割合が高い。

○ 「女性の勤続年数が伸びた」については、企業規模・提出回数・認定有無によらず効果を認識して
いる割合が高い。

（資料出所）労働政策研究・研修機構「男女正社員のキャリアと両立支援に関する調査結果」（2013）を元に厚生労働省雇用均等・児童家庭局職業家庭両立課において再集計

（注） 表の数値は「そう思う」「ややそう思う」の割合の合計から「あまりそう思わない」「そう思わない」の割合の合計を差し引いたもの。 27



女性が結
婚・出産後
も辞めるこ
となく働け
る環境に
あると思う

育児休業
が取りや
すい環境
にあると思
う

短時間勤
務がとり
やすい環
境にある
と思う

男性の育
児休業取
得に積極
的であると
思う

行動計画提出（3回・4回）（256） 75.8 69.6 23.8 -45.0 

くるみん認定（60） 91.7 91.7 43.4 -16.6 

くるみん非認定（194） 70.7 62.5 18.1 -53.6 

行動計画提出（１回・2回）（453） 68.9 66.5 17.9 -57.6 

くるみん認定（35） 65.6 68.4 14.2 -54.3 

くるみん非認定（410） 69.0 66.0 17.8 -58.7 

女性が結
婚・出産後
も辞めるこ
となく働け
る環境に
あると思う

育児休
業が取り
やすい環
境にある
と思う

短時間勤
務がとり
やすい環
境にある
と思う

男性の
育児休
業取得に
積極的で
あると思
う

行動計画提出（2回以上）（79） 54.4 48.1 0.0 -54.4 

くるみん認定（6） 100.0 100.0 49.9 16.6 

くるみん非認定（67） 52.3 49.4 -3.0 -59.7 

行動計画提出（１回）（318） 53.1 40.3 -5.0 -61.3 

くるみん認定（16） 18.8 -6.3 -25.0 -87.5 

くるみん非認定（300） 54.7 42.3 -4.0 -60.3 

行動計画提出回数・くるみん認定有無別の一般従業員（女性：子どもあり）の評価

○ 全体的に行動計画提出回数を重ねている企業の方が行動計画提出回数の少ない企業より肯定的な評価が強い。
○ ３００人以上の企業において行動計画提出回数が３回もしくは４回の場合、くるみん認定企業の方がくるみん非認定企業よ

り各項目に対する肯定的な評価が強い。（赤ワク）

○ 「男性の育児休業取得に積極的であると思う」との項目については、認定の有無にかかわらず否定的な評価が多い中で、
３００人以上で行動計画を３回・４回提出しているくるみん認定企業の一般従業員においては、肯定的評価の程度が相対的に
高いことがうかがえる。（青ワク）

３００人以上の企業 ２９９人以下の企業

（資料出所）労働政策研究・研修機構「男女正社員のキャリアと両立支援に関する調査結果」（2013）を元に厚生労働省雇用均等・児童家庭局職業家庭両立課において再集計

（注） １．一般従業員調査票に企業調査票のデータをマッチングしたデータを使用、一般従業員には、係長・主任相当職を含む。
２．行動計画提出の数値には、くるみん認定「無回答」を含んでいるが、図表にはくるみん認定「無回答」は表示していない。
３．表の数値は「そう思う」「ややそう思う」の割合の合計から「あまりそう思わない」「そう思わない」の割合の合計を差し引いたもの。
４．特に回答数が少ない項目の評価については、幅を持って見る必要がある。 28



３．一般事業主行動計画期間について
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一般事業主行動計画期間

１年未満 １年以上
２年未満

２年以上
３年未満

３年以上
４年未満

４年以上
５年未満

５年以上
６年未満

６年以上
７年未満

７年以上
８年未満

８年以上
９年未満

９年以上
１０年未満

１０年以上 合計

４６ １，１７３ ２１，５７１ ２３，１３５ １４，３９４ １７，５４６
(うち５年間
１７，０６９社)

３７３ １０５ ３８ ２３ ９９

（うち１０年間
８０社）

７８，５０３

次世代法の認定対象計画期間
７６，１６９社

（全体の約９７％）

【参考】

行動計画策定指針

一～五（略）

六 一般事業主行動計画の策定に関する基本的な事項

１（略）

２（中略）計画期間については、各企業の実情に応じて、次世代育成支援対策を効果的かつ適切に実施することができる期間とすることが必要であり、

平成十七年度から平成二十六年度の十年間をおおむね二年間から五年間までの範囲に区切り、計画を策定することが望ましい。

○ 都道府県労働局によると、全体の約９７％の企業が次世代法の認定対象計画期間である２年間

から５年間までの範囲で計画を策定している。

（平成25年6月時点）

※厚生労働省雇用均等・児童家庭局職業家庭両立課集計
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